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１．はじめに
　新興企業にとって，早期に市場の信頼を得ていくにはどのような方法があるのかについて検討を行
い理論的な示唆を得ること，これが本研究の目的である。
　市場への後発参入では，一般に，低い価格を設定することが定石とされる。これは，既に確立され
た企業だけでなく，当然，新興企業にもあてはまる。しかし，新興企業は社会的不確実性が大きい状
態にあり，低い価格を提示しても市場から信頼を得ることは難しい。具体的には，工業製品，サービ
スを問わず，先発企業の顧客は後発の新興企業との価格差を目のあたりにしてもなかなか乗り換え
ない特性がある。顧客に慣性が存在するのは商品の品質に対する不信感が強いからである（Rumelt，
2011）。品質に問題がないことを知らしめるには，商品の知覚便益について信頼を築かなければなら
ない。知覚便益とは，ある商品に対する顧客にとっての価値を表わしたものであり，いわば，顧客の
最大支払い可能価格である。
　相手の意図についての情報が必要とされながらその情報が不足しているのが，社会的不確実性の存
在する状態である。この場合に，信頼を高めることが相手に裏切られる（望ましくない行動をとられる）
かもしれないという見積りである不確実性を低減できると考えられている（山岸，1998）。新興企業は，
外部から見ると，社会的不確実性が大きいため，上述の例でいえば低い価格に対する信頼を高めるこ
とが重要な課題である。
　ところで，信頼とは，ある主体と他の主体との間に道徳的な規範がよく守られている状態やそのよ
うな期待が存在する状態を意味する。信頼は，将来の社会的複雑性の心理的縮減である（Luhmann，
1973）。そのため，信頼することによって，裏切られるかもしれないというリスクを負う行動が可能
になる（Mayer et al.，1995）。このように，信頼について一般に多様な定義が行われているが，本稿で
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は信頼とは「自らが相手に何らかの報酬を期待し，相手がその期待通りに行動すると認識する」こと
だと考える。そして，最も基本的なレベルとして約束遵守の信頼（contractual trust）が存在する（Mckean，
1975）。
　本研究では，参入価格に注目する中で，新興企業の顧客への情報開示を通じた価格の公正獲得の局
面に焦点を合わせながら，信頼を築く方途を議論していく。なお，新興企業とは，新しく設立された
企業を指し，ベンチャー企業（start-up company）と同じ意味で用いる。すなわち，新たな繋がりを求
める起業家活動（entrepreneurship）を通じて革新的な製品・サービス，あるいは既存の製品・サービ
スの新しい組み合わせを生み，提供する企業である（北，2013）。
　全体は次のように構成されている。第２節，第３節では，公正，情報開示に関する先行研究を検討
し，本研究の論点を示す。第４節では，新興企業の情報開示に関する分析課題を提示する。第５節で
は，３つの事例について説明する。第６節では，事例における情報開示の状況を分析し，結果の妥当
性や意義などについて考察し，最後に第７節で本稿を要約し今後の課題にふれる。
２．信頼を構成する公正
　不確実性を解決するツールの１つが公正である。新興企業は社会的不確実性が大きいとみられる中
で，公正について検討してみよう。公正は，人の認知，感情としての公正判断と捉える。
　個人は，社会生活の中でさまざまな活動や他者との相互作用を体験するが，その中で本質的社会ジ
レンマ（fundamental social dilemma）に常に直面している（Lind，2001）。このジレンマには２種類が
見い出され，１つは自分の時間，労力，資源など物質的な側面に関するジレンマである。集団や組織
に関与するにせよ，それらから束縛されるにせよ，個人に損得両方のジレンマをもたらす。もう１つ
は，同一視の側面に関するジレンマである。集団や組織と自分の同一性を確認することによる自己価
値の獲得，それらから拒絶されることによる自己価値の損失，利便性と危険性の両方のジレンマが存
在する（Lind，2001）。
　こうした社会ジレンマは不確実性と呼ばれる（Lind & Van den Bos，2002）。たとえば，他者に権限
を負託したために相手から搾取されるのではないか，あるいは組織を信頼したにもかかわらず他のメ
ンバーから排除されて同一性が脅かされるのではないかという不確実性である（林，2007）。
　他者や組織から搾取され，排除されることの損失を避けるために，現在の状況を正確かつ迅速に判
断する必要がある。このとき，状況が「どれくらい公正であるか」に注目する。それは，公正は相手
を信頼できるかどうか，自分はどういった状況に置かれているかの判断に役立つヒューリスティック
であるからである（Lind，2001）。
　公正は，ある行為や決定を社会的に正当化する根拠となる価値である。ヒューリスティック
（heuristic）処理は，相対的に迅速，簡便で，表層的でトップダウン的な処理であり，カテゴリー化，
ステレオタイプなど単純な手がかりに頼った処理で，自動的過程処理とも呼ばれる。公正ヒューリス
ティック理論では，人々が社会生活を送る上で避けることのできないジレンマ，つまり不確実性を解
決するために公正は不可欠な情報であると考えられている（Lind & Van den Bos，2002）。
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　人は他の人から公正に扱われていると感じれば，拒絶や排除される危険が少ないとすぐに判断でき，
不確実性やそれにともなう不安感をある程度払しょくできる（Van den Bos & Lind，2002）。前節の信
頼と不確実性の関係に従えば，公正は信頼を構成する要素の一部と考えられる（Ring & Van de Ven，
1994）。
３．情報開示の問題
　衡平理論（equity theory）から導かれる公正性の概念は，単に経済面での分配的公正（distributive 
justice）だけでなく，それがどのようなルールや手続きによって決められたかという手続き的公正
（procedural justice）をはじめとして多様に捉えられている。低い価格を提示する新興企業はそれに至っ
た過程を説明すべきであり，この意味で手続き的公正に注目する。
　社会の効率的な運営には，結果として何が公正かを一義的に決定するのが難しく多様な要因が考慮
されるべきところから，結果に関する分配的公正よりも，結果に至る過程を示す手続き的公正のほう
がより重要であると指摘される（Tyler et al.，1997）。手続き的公正は分配決定制度に内在された公正
という意味で「過程の公正」とも呼ばれる（Greenberg，1987）。
　手続き的公正は，分配過程を規定する手続き的構成要素が公正であるかどうかに関する個人の知覚
と定義される（Leventhal，1980）。手続き的公正では，それが知覚されることによって主体への信頼感
が向上し，より肯定的な態度の形成が促されるという手続き的公正効果（fair process effect）を生み
出す（Greenberg & Folger，1983）。手続き的公正の枠組みの基準には，発言機会の多さ，意見反映の
可能性，回答の適切さ，参加者への尊重感，参加者の代表性，説明の一貫性が挙げられるが（Leventhal，
1980），実証分析によるとそれら以外に，情報提供，説明責任，コミュニケーションという社会的要
因の重要性が指摘されている（Sheppard & Lewicki，1987）。これらの条件を満たすような手続きを採
用するならば，人々に公正とみなされる。なお，手続き的公正の社会的要因については相互作用的公
正（interactional justice）と呼ばれている（Konovsky，2000）。
　特に社会的要因を考えれば，企業は利害関係者に対して情報を開示する責任を持つことを意味する。
意図に関する情報が不足している新興企業の場合は，損得，利便性・危険性のジレンマの判断に役立
つ情報を公開して顧客からの監視を促進することや，顧客との直接の対話を増やすことが望ましい。
状況によっては，開示の迅速さや詳細さなどスピードや内容が問われる場合もあろう。
　ただし，情報が開示されたことは観察できるが，その情報の内容はわからない限定合理的な利害関
係者も存在する。もし，開示情報の意味を正しく理解しない関係者が多い場合は，企業にとって自発
的に情報を開示するインセンティブはなくなる（Fishman & Hagerty，2003）。
　また，意図の伝達や感情の伝達のように，相手に正確に自分の内面を伝えたい場面において，人は
相手に伝わっている程度を過大評価する傾向がある（Lederman et al.，1998）。他者と相互作用する中で，
自分の考えていることや感じていることが実際より以上に相手に伝わると思い込む現象は透明性の錯
覚（illusion of transparency）と呼ばれる（Vorauer & Claude，1998；Vorauer & Ross，1999）。
　透明性の錯覚を生じさせるメカニズムは，係留と調整に基づく自己中心的な推論である。人は，自
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分が他者にとってどう見えるかを推論するとき，まず，自らが自分をどう捉えているのかを推論の出
発点とするものの，他者は自分と同じようには自分の内面は分からないことを割り引いて，この推論
を調整しなければならない。しかし，推論の出発点が係留点として働き，割り引きに失敗することが
多く調整は不十分になりやすい。そのため，他者が自分の内面がわかる程度を過大視してしまう（鎌
田，2007；奥川，工藤，2009）。
　一方，不透明性との関係について，Wenger（1990，1998）は透明性（transparency）と不透明性
（opaqueness）の関係を相対的な関係として捉えることを主張した。たとえば，保険請求処理におけ
る業務マニュアルは，職員がすべきことを漏れがなく記述している。しかし，その手順がなぜそうで
なければならないかということは職員には見えない。マニュアルである人工物は保険会社という実践
共同体の構造を職員に対して不可視にしているが，基本的には，よりよい透明性が確保される必要が
ある。
　これらの議論に基づけば，企業は自らの意識の中では情報開示したつもりであっても顧客からは理
解できたと受け取ってもらえない状況が生じる。限定合理的な顧客も存在する。もし，「なぜそうな
のか」と理由を示し，腑に落ちるように説明できるならば，企業の意図を比較的正確に伝えることが
できるかもしれない。限定合理的な顧客が多く存在する場合でもただ単に情報を開示するのではなく，
情報の意味や背景を分かりやすく伝える努力を行なえば手続き的公正効果を生む可能性がある。
４．価格の公正獲得
　無名の新興企業が業界の慣例を破るような低い価格を提示しても，その商品の便益が高いと知覚さ
れない限り，信頼を得ることは難しい。価格だけでは新興企業に起因する不確実性を低減することは
できない。
　参入時期が製品ライフサイクルのどの位置かによっても異なるが，もし，商品を丸見えにして本当
のことを包み隠さず伝えるならば，顧客は安心して買うことができるかもしれない。知覚便益が実際
の商品価格を上回ると，その差が消費者余剰になるが，それが高いと感じてもらうのである。
　低い価格が公正であると判断されるには，新興企業は，自発的に情報を公開して顧客による監視を
受け入れ，もし不適切な運営を行うならば会社自身が大きな痛手を被るようなしくみを持つ必要があ
る。つまり，情報開示とその後監視されることによって不確実性を低減させて信頼を高めるのである。
　ただし，情報を公開することが，直ちに顧客から公正判断を得られることを意味するものではない。
第３節で言及したように，伝達において透明性の錯覚に陥る問題が存在する。後発の新興企業にとっ
て，製造原価低減，人件費削減などただ単に情報を公開するだけでは錯覚から抜け出すことはできな
い。Wenger（1990，1998）が指摘する不透明性を作らないことが重要であり，「なぜ価格が公正なのか」
その理由や構造を示すこと，それがすぐにジレンマの判断に役立つ内容であることが錯覚を回避する
第一歩になる。
　整理すると，後発参入に当たり，新興企業は，特別な技術やノウハウがない限り，価格を低く設定
することが基本である。しかし，工業製品，サービスを問わず，商品の品質に対する顧客の不信感が
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て，製造原価低減，人件費削減などただ単に情報を公開するだけでは錯覚から抜け出すことはできな
い。Wenger（1990，1998）が指摘する不透明性を作らないことが重要であり，「なぜ価格が公正なのか」
その理由や構造を示すこと，それがすぐにジレンマの判断に役立つ内容であることが錯覚を回避する
第一歩になる。
　整理すると，後発参入に当たり，新興企業は，特別な技術やノウハウがない限り，価格を低く設定
することが基本である。しかし，工業製品，サービスを問わず，商品の品質に対する顧客の不信感が
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強い。信頼を得るには，価格が公正に扱われているか，品質に問題がないかを容易に証明できるツー
ルが必要であり，その鍵は開示の内容にある。つまり，「低価格であるにもかかわらず商品の品質は
先発大手企業と同等である」ことを顧客がヒューリスティックに判断できる情報である。
　そこで，事例調査を通じて以下の点を明らかにしたい。
【分析課題１】
　新興企業は，参入した段階でどのような情報を開示すれば，価格が公正であると判ってもらえるの
か。
　通常，情報開示や透明性のある行動を採ることは顧客からの監視の受け入れと引き換えになるため
に躊躇してしまい，なかなか踏み切れない。しかし，こうした行動を後押しするような要因は存在す
るはずでありそれは何なのか。以下の点についても明らかにしたい。
【分析課題２】
　新興企業に，情報開示の行動を起こさせるような理由があるとすればそれは何なのか。
５．事例調査
　分析課題を明らかにするために，非製造業に属する株式会社アキュラホーム，株式会社21（メガネ
21），ライフネット生命保険株式会社の３社の事例調査を行った。表１に示した後発の各社はそれぞれ，
木造住宅，メガネ販売，生命保険において思い切った低価格を提示して市場に参入した。参入当時は
本稿で言う新興企業に当てはまる。購入前に評価が困難な経験財的な特性を持つこれら企業の商品は
比較的不確実性が高く，その分，市場で信頼を築くのは容易ではない。
　なお，事例調査は，市場に参入し事業が起ち上がる段階にフォーカスして事実関係を記述している。
　アキュラホーム
　宮沢俊哉氏は修業先の工務店が事業に失敗したのを機に，19歳で住宅リフォームの会社を創業して
実績を積んだ。８年後の1986年，木造注文住宅事業を開始した。木造軸組み工法の合理化に徹底して
取り組み，大手住宅企業と比べ３割安い低価格住宅の設計・施工を手がけた。95年には当時の建設省
主催のコスト低減提案に入選し，それを機に，着実に成長を遂げてきた。
表１　調査対象の概要
アキュラホーム メガネ21 ライフネット生命
創　業　者 宮沢俊哉氏 平本清氏ほか 出口治明氏
創業時年齢 19歳 35歳 60歳
前　　　職 工務店勤務 メガネ小売りチェーン勤務 生命保険会社勤務
創 業 時 期 1978年 1986年 2008年
事 業 内 容 木造住宅施工 メガネ小売りチェーン ネット生命保険
上 場 時 期 － － 2012年
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　現在，グループの加盟工務店を合わせた受注件数は年間9,000棟に達し，大手住宅企業に迫る。
2005年以降，日本デザイン振興会が主催するグッドデザイン賞をたびたび受賞している。
　木造住宅事業の開始から約10年間の状況を記述する。１
　祖父，父と２代続く大工一家に育った宮沢氏は，15歳のときに埼玉の工務店に修業に出る。やがて，
家づくりの現場は無駄が多いことに気づく。従来，建築業界はどんぶり勘定で価格が決められ，原価
が把握しにくい状況であった。日本の住宅価格は，欧米より30 〜 40％も高いというのが定説になっ
ており，そこには旧来の住宅業界の高コスト体質があった。
　勤めていた工務店が資金繰りに失敗した後，宮沢氏は会社を起ち上げたが，実績がないため住宅リ
フォームが中心であった。ついに，1986年，低価格にこだわった木造軸組み工法による注文住宅の施
工をスタートさせた。自分で家をつくりながら，どうしたら安くてよい家ができるかを研究した。住
宅の建築コストは，材料費，人件費，その他経費の３つに分けられる。しかし，業界では，大工の工
賃は建築面積をもとにした坪当たりいくらの坪請け方式，内装工事などは材料費と工賃を一緒にした
材工共方式が一般的である。宮沢氏は，チラシに価格を明示したら大きな反響があったリフォーム時
代の経験から，材料費と人件費を分離し，大工をはじめ各職人の作業を分解して工賃の単価を設定す
る必要性を感じた。細部に至るまで正確に建築コストを把握することに努め，顧客に提示する見積り
価格を根拠のあるものにする。そのため，創業の頃からあらゆる取引の価格を記録していった。
　材料の数については，建築資材の２万点以上について，汎用性の高い材料や部品に置き換えられる
かどうか検討を行い，共用できるものは共通化してわずか２割程度に相当する4,500点にまで大幅に
減らした。工法の基本になる木材について，構造材と仕上げ等に影響のある下地に使う材料はすべて
人工乾燥させたKD材を採用した。手間のかかったKD材はグリーン材よりも価格が高いが変形しにく
い。天井の下地は格子組みにして強固にした。コストは若干上がるが，将来のリフォームの際に壁や
建具が容易に建てられる。
　工数（作業数）については，従来の約６割にまで削減した。たとえば，洋室の収納の床には室内の
床と一緒のフローリング材を使う。材料費は上がるがトータルでみるとコストダウンになる。天井を
張る下地（野縁）を木からスチールに換えた。材料費は高くなるが組み立てが簡単で，作業効率が高
まった。ここで，工数は，ある作業をするために必要な仕事量であり，人数と時間の積（人時，man-
hour）で表す。工賃は，仕事量×賃率（hour rate）で計算される。材料と工数の合理化については，図
１で比較している。
　また，大工には，資材の移動，資材の梱包の取り外し，梱包物の後片づけなど建築資材の受け取り
に要する時間をはじめとした雑用が多い。そこで，建築資材を本部で一括して受け取り，梱包を取り
外し，必要な資材を必要な分だけ現場に搬入することで，大工本来の時間を確保した。
１　記述は次の資料を参考にした。宮沢俊哉（2005）『安くて納得のいく家を建てたい』ダイヤモンド社，宮沢俊哉（2010）
『無理なく無駄なくいい家を建てる』日経BPコンサルティング，宮沢俊哉（2013）『安くていい家のつくりかた』アキュ
ラホーム，桐山秀樹（2008）『社長が入社式で鉋をかける理由』講談社，「アキュラホーム」『TBS：がっちりマンデー‼』
2009年10月25日放送，「大工の改善力　550万円住宅」『日経ビジネス』2009年４月20日号
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　工数や雑用については，大工の工賃を削るのではなく大工の手間を削った。大工が業務改革の鍵を
握っていると捉えて，そこでの無駄な点や合理化の糸口を見つけ出し解決する積み重ねが，大手より
も割安な住宅施工を可能にした。
　これらが建築コスト合理化システムであるアキュラシステムの基礎になって，顧客に分かりやすい
形で標準仕様ベースの見積り価格を提示できるようになった。また，オプションの価格も明確なので，
顧客主導で追加したいもの，削りたいものを具体的に調整できる。アキュラシステムは，宮沢氏が約
10年かけて材料費と人件費とのバランスをひとつひとつ丹念に見直すことで，無駄を排除し，コスト
の大幅削減を実現した独自の合理化ノウハウである。材料単価と工賃単価，見積り単価だけでなく標
準住宅仕様，設計規定のデータ・ベースを有している。それまで作成に２週間もかかっていた見積り
書がわずか30分で作れるようになった。
　1994年には心血を注いで開発したそのアキュラシステムを全国の中小工務店へ経営ノウハウととも
に公開している。地域工務店が大手の下請けにならずに活性化することで日本の住宅をより良くしよ
うと考えた。さらに，このアキュラシステムを導入した全国の地域工務店・ビルダーを結ぶネットワー
ク組織「ジャーブネット（JAHB net）」を主宰している。現在，ジャーブネットは約300社以上の地域
工務店・ビルダーが参加している日本最大の工務店ネットワークだが，このスケールメリットを活か
した資材や設備の共同仕入れ，販売促進ツールの共有を進め，また，共同で商品開発，広告宣伝等を
行うことで，コスト削減につなげている。
　住宅の完成，引き渡し後も，専門スタッフによる３か月後，１年後，２年後，５年後，10年後の無
料点検（永代家守り）を行っている。
　アキュラシステムを公開した1995年以降，業績は20年連続増収を達成している。2002年にアキュラ
システム導入企業は2,000社を超えた。
　メガネ21
　株式会社21およびそのフランチャイズ加盟企業が運営するメガネ21（メガネ・トゥーワン）は，メ
ガネや補聴器などを販売する小売チェーン店である。1986年に，大手メガネ小売りチェーン店を解雇
された平本清氏をはじめ，他の数名によって創業された。会社に利益を残さず（内部留保ゼロ）値下
げで還元することを経営方針に掲げ，現在，120を超える店舗を有するチェーンに成長している。「社
図１　材料と工数の合理化
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員の幸福を大切にします，社員は皆様の信頼を大切にします」という社是の下にガラス張り経営を実
践している。
　創業時の状況を中心に記述する。２
　創業時のメンバーは地場大手メガネチェーン店を辞めた人の集まりで，彼らは２代目社長と意見が
対立し解雇された。先代社長から学んだ社員参加型の会社を踏襲しようと，同じ県内，同じ業界で新
しい会社を起ち上げた。広島での市場シェア60％を占める辞めた会社とどのように競争していくか。
最初に徹底的に考えたのは，どうしたら会社がつぶれないか，どうしたらつぶされないかであり，解
決策の１つが価格設定であった。
　新しくできた，わけの分からない店だからこそ，「お客様が来てくれる価格」にしなければならない。
知名度も，信用も，実績も何もない会社にとって，お客様が来てくれる価格とは，常識はずれの安値
である。「一部の商品だけでなくすべての商品を定価の４割引きにすれば，お客様は来てくれるだろ
う」と考え抜いた。本気で価格競争を仕掛けるなら，大きい会社よりも小さい会社のほうが安く売れ
る。つまり損失総額が少ない分だけ小さい会社に分がある。辞めた会社が利益を出すことができない
低い価格である。その先代社長から教えられた「高く仕入れて安く売る，そのためには身銭も切る」
を実践したのであった。商品の仕入れは辞めた会社で付き合いのあった関係者に頼らざるを得なかっ
た。しかし，ニコンのレンズ，デザイナーズブランドのフレームなど仕入れ価格は下がるはずはない
ので，値引き分は自分たちの経費，特に給料を削減するしかない。こうして，とんでもない安月給で
家族に迷惑をかけながら，会社を創業した。社員には，「うちはこんなにお金がないんだ。だからこ
の給料で我慢するしかないんだ。」ということを理解，納得してもらう必要があった。一部の人だけ
が情報を持ち，その他の人に隠しておくことは状況が許さなかった。これが売上，仕入れ原価，借入
金などの経営情報をガラス張りにした発端であった。公開をすれば管理の手間が省けると考えた。
　そんな創業期だったからこそ，儲けが出たらとにかく社員に配ってしまう，商品の値引きの原資に
するという文化ができた。会社に内部留保しないが，社員の年収については上限は1,000万円と決め
２　記述は次の資料を参考にした。平本清（2010）『丸見え経営』ソフトバンククリエイティブ，平本清（2009）『会社に
お金を残さない』大和書房，日下公人（2005）『これから10年，光る会社，くすむ会社』ソニーマガジンズ，太田肇（2010）
『見せかけの勤勉の正体』PHP研究所，木村誠（2010）「経営管理イノベーションとしての非常識経営－メガネ21の経営
モデル分析－」『長野大学紀要』32（2），15−29.
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る。つまり損失総額が少ない分だけ小さい会社に分がある。辞めた会社が利益を出すことができない
低い価格である。その先代社長から教えられた「高く仕入れて安く売る，そのためには身銭も切る」
を実践したのであった。商品の仕入れは辞めた会社で付き合いのあった関係者に頼らざるを得なかっ
た。しかし，ニコンのレンズ，デザイナーズブランドのフレームなど仕入れ価格は下がるはずはない
ので，値引き分は自分たちの経費，特に給料を削減するしかない。こうして，とんでもない安月給で
家族に迷惑をかけながら，会社を創業した。社員には，「うちはこんなにお金がないんだ。だからこ
の給料で我慢するしかないんだ。」ということを理解，納得してもらう必要があった。一部の人だけ
が情報を持ち，その他の人に隠しておくことは状況が許さなかった。これが売上，仕入れ原価，借入
金などの経営情報をガラス張りにした発端であった。公開をすれば管理の手間が省けると考えた。
　そんな創業期だったからこそ，儲けが出たらとにかく社員に配ってしまう，商品の値引きの原資に
するという文化ができた。会社に内部留保しないが，社員の年収については上限は1,000万円と決め
２　記述は次の資料を参考にした。平本清（2010）『丸見え経営』ソフトバンククリエイティブ，平本清（2009）『会社に
お金を残さない』大和書房，日下公人（2005）『これから10年，光る会社，くすむ会社』ソニーマガジンズ，太田肇（2010）
『見せかけの勤勉の正体』PHP研究所，木村誠（2010）「経営管理イノベーションとしての非常識経営－メガネ21の経営
モデル分析－」『長野大学紀要』32（2），15−29.
図２　収益の構造
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ている。そして，顧客に向けたチラシでは価格を仕入れ原価と粗利に分けて仕入れ原価が価格（売価）
に占める比率である原価率の高さと決算書，社長の年収を公開し，会社に利益を残さず，その分を値
下げで還元することを訴えた。先発大手と同じブランド品を粗利を削ることで定価の４割引きにした。
図２に示す通り，現在も原価率70％を維持し割安さを追求している（他社の原価率は30 〜 40％）。
　経費削減のために手当がつけられず役職を排除した。社長の年収は上限1,000万円内での前年度の
最高額と決めた。また，人事，総務，経理など専門部署も設けなかった。現在も無駄な間接部門と中
間管理職を置かずフラットな組織にし，本社部門を持たない。納品の検収作業もやらない。また，創
業以来，社員一同を集めた会議は行っていない。業務の効率化と社内の情報公開を突き詰めた結果で
ある。
　メガネは，耐久性や長時間使用時のかけ心地など，顧客がその場で試しただけでは判断しにくいと
ころがある。その人の顔のつくりや輪郭，実際の使用頻度，使い方などに即したフレームやレンズを
選ぶためには，相応の専門知識が必要である。店では，社員が自分の家族や親戚に売るように，身内
のように接客することや，他店のメガネでも可能なものは無料で修理を行うことが基本とされた。ぴっ
たりのメガネを安く売る考え方なので，売上ノルマや目標はない。販売マニュアルもない。上得意よ
りいつでも来てくれる常得意を大切にした。
　創業時は，休日返上で頑張っているのに，驚くような安月給。それどころか，銀行は必要な資金を
貸してくれない。そのため，自分の家を担保にして借金をしたり，なけなしの貯金をはたいて会社を
支えなければならなかった。そんなメンバーが何人もいたからこそ，創業の厳しい時期を乗り越える
ことができた。そうした創業時の経験がもとになって，銀行融資に頼らない，社員から借入（無担保
借金）を行うしくみが作られていった。
　創業当時，資金もなく，吹けば飛ぶような小さな会社だった上，大手メガネチェーン店から目の敵
にされた。そんな逆風に耐えるため，どうしたらつぶされずに済むか，その一点だけを考え，徹底的
に効率化を図った方法の１つが財務状況の可視化であり，社員からの無担保借金である。可視化は，
資金供給者でもある社員の厳しい目に対する説明責任である。
　業績は，創業年の1986年の売上高２億円が，90年に８億円，95年に36億円へと成長していった。
　ライフネット生命保険
　2006年，出口治明氏（現会長兼CEO）は岩瀬大輔氏（現社長兼COO）と保険外交員をなくした直
販のネット生保，シンプルで分かりやすい商品を取り扱うことを目指して生命保険準備会社を設立す
る。2008年に生命保険業免許を取得して，ライフネット生命保険として営業を開始した。2012年に東
京証券取引所マザーズ上場。2010年にはオリコン顧客満足度ランキング医療保険部門総合第１位に輝
いた。
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　創業準備，営業開始当時の状況を記述する。３
　大手生命保険会社に長年勤務してきた出口氏が，日本の生命保険の販売方法に疑問を持ち続けてき
たことが，創業のきっかけである。生命保険と無縁のビル管理会社へ出向し，もう，保険の世界に戻
ることはないと思っていた時に，一緒に保険会社を作りましょうと誘われた。出口氏が理想とする保
険料半額，保険金の不払いゼロ，商品の比較情報提供を掲げる生命保険会社は，まったくの白地に絵
を描くように新たな会社を作らないと実現は難しいと考えた。そのため，親会社に保険会社の資本を
持たない戦後初の独立系の生命保険会社として免許を取得し，ライフネット生命を起ち上げた。
　既存の生命保険会社は，商品を販売するために保険外交員を雇い膨大な経費をかけているが，それ
を賄うためには，複雑な商品を作って手数料を上げていかなければならない。その結果，顧客には保
険会社は主契約保険料に加えて割増保険料が必要な特約などを入れ込んだ複雑で分かりにくい生命保
険を高い手数料と引き換えに提供していると映る。ライフネット生命はその解決策として，子育て世
代を中心にした顧客に分かりやすく安くて便利な保険を供給するために設立された。インターネット
で直販すること，商品の数を少なく，かつシンプルな商品を提供することで，コストの抑制を図った。
　2008年に，初めての契約者アンケートの結果を公表した。契約者の６割が30代，２割が30歳未満で
占められた。また，６割が新規加入および追加加入で，新たな市場の開拓につながっている。見直し
契約者の保険料については，毎月約7,000円の節約で見直し前のほぼ半額になった。
　ところで，生命保険料は保険の製造原価である純保険料と保険会社の手数料（運営経費）に相当す
る付加保険料から構成されるが，保険料の高低は手数料の多寡で決まる。生命保険料を引き下げるに
は手数料を下げなければならない。
　ライフネット生命はインターネットによる直販のため販売手数料は大幅に削減できた。ウェブサイ
トから顧客に直接入力してもらうことや，商品を徹底的にシンプルに設計して維持管理経費を圧縮し
た。具体的には，商品の特約を全廃，解約返戻金・配当は支払わない，保険料の払込方法は月払いだ
けにし，銀行等の口座振替とクレジットカード払いに限定，など選択肢を絞り込んで運営している。
３　記述は次の資料を参考にした。出口治明（2009）『直球勝負の会社』ダイヤモンド社，ライフネット生命ホームペー
ジ（http://www.lifenet-seimei.co.jp/），「ライフネット生命保険社長出口治明（1）（2）」『PRESIDENT Online』2013年６月
27日，28日（http://president.jp/articles/-/9764），「社長インタビュー第１回〜第４回」『bizocean（ビズオーシャン）』（http://
www.bizocean.jp/column/president/president45/），ドリームゲートスペシャルインタビュー MY BEST LIFE挑戦する生き方　
第79回ライフネット生命保険株式会社　岩瀬大輔（http://case.dreamgate.gr.jp/mbl_t/id=776）
図３　付加保険料と純保険料
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　創業準備，営業開始当時の状況を記述する。３
　大手生命保険会社に長年勤務してきた出口氏が，日本の生命保険の販売方法に疑問を持ち続けてき
たことが，創業のきっかけである。生命保険と無縁のビル管理会社へ出向し，もう，保険の世界に戻
ることはないと思っていた時に，一緒に保険会社を作りましょうと誘われた。出口氏が理想とする保
険料半額，保険金の不払いゼロ，商品の比較情報提供を掲げる生命保険会社は，まったくの白地に絵
を描くように新たな会社を作らないと実現は難しいと考えた。そのため，親会社に保険会社の資本を
持たない戦後初の独立系の生命保険会社として免許を取得し，ライフネット生命を起ち上げた。
　既存の生命保険会社は，商品を販売するために保険外交員を雇い膨大な経費をかけているが，それ
を賄うためには，複雑な商品を作って手数料を上げていかなければならない。その結果，顧客には保
険会社は主契約保険料に加えて割増保険料が必要な特約などを入れ込んだ複雑で分かりにくい生命保
険を高い手数料と引き換えに提供していると映る。ライフネット生命はその解決策として，子育て世
代を中心にした顧客に分かりやすく安くて便利な保険を供給するために設立された。インターネット
で直販すること，商品の数を少なく，かつシンプルな商品を提供することで，コストの抑制を図った。
　2008年に，初めての契約者アンケートの結果を公表した。契約者の６割が30代，２割が30歳未満で
占められた。また，６割が新規加入および追加加入で，新たな市場の開拓につながっている。見直し
契約者の保険料については，毎月約7,000円の節約で見直し前のほぼ半額になった。
　ところで，生命保険料は保険の製造原価である純保険料と保険会社の手数料（運営経費）に相当す
る付加保険料から構成されるが，保険料の高低は手数料の多寡で決まる。生命保険料を引き下げるに
は手数料を下げなければならない。
　ライフネット生命はインターネットによる直販のため販売手数料は大幅に削減できた。ウェブサイ
トから顧客に直接入力してもらうことや，商品を徹底的にシンプルに設計して維持管理経費を圧縮し
た。具体的には，商品の特約を全廃，解約返戻金・配当は支払わない，保険料の払込方法は月払いだ
けにし，銀行等の口座振替とクレジットカード払いに限定，など選択肢を絞り込んで運営している。
３　記述は次の資料を参考にした。出口治明（2009）『直球勝負の会社』ダイヤモンド社，ライフネット生命ホームペー
ジ（http://www.lifenet-seimei.co.jp/），「ライフネット生命保険社長出口治明（1）（2）」『PRESIDENT Online』2013年６月
27日，28日（http://president.jp/articles/-/9764），「社長インタビュー第１回〜第４回」『bizocean（ビズオーシャン）』（http://
www.bizocean.jp/column/president/president45/），ドリームゲートスペシャルインタビュー MY BEST LIFE挑戦する生き方　
第79回ライフネット生命保険株式会社　岩瀬大輔（http://case.dreamgate.gr.jp/mbl_t/id=776）
図３　付加保険料と純保険料
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　商品構成は，最初は，かぞくへの保険（定期死亡保険），じぶんへの保険（終身医療保険）の２種
類とした。保険金支払い事由は死亡，入院，手術の３点に絞っているため保険金不払いが起きにくい。
保険金の不払いとは，保険金の支払い漏れ，保険金の請求案内漏れなどをいう。商品は２つ，支払い
事由は３つとシンプルであれば，案内漏れや案内不足が防ぎやすい。また，約款や保険料表を読んで
から生命保険に入ろうという考えのもと，業界の商慣習に反してそれらをウェブサイトで公開した。
ネット販売の限界を補うためにコンタクトセンターでの保険相談を開業当初から設けている。
　ウェブサイトやコンタクトセンターは，HDI-Japan（ヘルプデスク協会）が主催する，「HDI問合せ
窓口格付け（生命保険業界）」において，「問合せ窓口（コンタクトセンター）」「サポートポータル（ウェ
ブサイト）」両部門で，2012年度・2013年度２年連続で最高ランクの三ツ星を受賞した。「迷わず欲し
い情報が容易に確認でき，顧客視点に立った役立つウェブサイト」， 「コンタクトセンターは信頼のお
ける誠実な対応で，一件一件の問合せを大切にしている」と評価された結果である。
　さらに，顧客が生命保険を比較した後，納得して加入する社会にしたいという創業時のビジョンを
実行すべく，開業後，最初の中間決算である2008年11月に，国内の保険業界で初めて手数料に当たる
付加保険料の開示に踏み切った。付加保険料は，次の３つの合計額である。①契約１件当たり250円（月
当たり），②保険料（月額250円の定額部分控除後）の15％，③予定支払保険金・給付金の３％。
　たとえば，30歳の男性が保険金額3,000万円，期間10年の同社の定期死亡保険に加入した場合，月
額保険料3,484円に占める付加保険料は815円，割合にして23％となる。図３に示す通り，付加保険料
率は，50 〜 60％と推測される先発他社と比較しても十分低い比率である。付加保険料には，営業職
員や代理店への手数料，保険会社の利益などが含まれている。サービスに応じて定められるべきもの
なのでこれまで開示はタブーとされてきた。一方，製造原価である純保険料は2,669円。保障が同じ
ならば純保険料については先発他社とほぼ同じであろうと推測される。正確には各社の約款を見る必
要があるが，その多くは開示されていない。
　生命保険の選定にあたっては，いくつかの保険を比較して，支払う保険料と受けるサービスの対応
関係を理解した上で，自主的に選べることが望ましい。しかし，保険はクルマや電化製品などと違い，
見たり触れたりできない。また，一部を除いて手数料も開示されておらず比較しづらい。販売チャネ
ルが乗合制でなく１社専属制が主流のために比較情報がほとんどない現状の中で，付加保険料を開示
して顧客に生命保険を比較する際の１つの判断材料を提供したことは，社会的な意味が大きい。
　資産の運用は，今のところは，主に国債に代表される高格付けの円建て債券などを中心としている。
ソルベンシーマージン比率（いわば，生命保険会社の自己資本比率）は他社と比べても高い水準にある。
　ライフネット生命は2008年５月に営業を始めて，2009年８月には保有契約件数１万件に達し，その
後も2010年12月に５万件，2011年12月に10万件，2014年２月に20万件を突破し順調に成長を遂げてい
る。
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６．考　　察
　「安くてよい家を提供」，「大手が真似のできない価格」，「子育て世代に分かりやすく安価な保険」。
それぞれ創業のコンセプトを掲げた後発の各社は，それまでの業界の慣例を破るような思い切った低
価格で参入し一定の市場を獲得した。アキュラホームは，大手と比べ３割安い木造住宅を提供した。
メガネ21は，一部の商品ではなく全商品を定価の４割引きにした。ライフネット生命は，見直し契約
の加入者が毎月支払う保険料をほぼ半額にした。
　各社の創業者は業界や先発大手企業の非効率な構造や業務に着目して新たなシステムの構築をめざ
した。アキュラホームは，坪請け方式の工賃を工数に基づく工賃に改め，材工共方式を材料費と工賃
に分解した。材料数を８割程度も減らし，工数を従来の約６割の水準にまで削減して，顧客が分かり
やすい価格見積りを行った。こうした仕組みを全国の中小工務店へ公開した。メガネ21は，価格を仕
入れ原価と粗利に２分して顧客に原価率の高さを公開した。不必要と思われる経費を徹底的に削減す
るとともに会社の内部留保をゼロにし，その分を値下げで還元した。ライフネット生命は，開業当初
は保険商品を２つに絞り，特約をなくしたり解約返戻金を支払わないなど選択肢を狭めて運営経費で
ある手数料を抑制した。そして，保険料に占める手数料を業界で初めて公開した。
　各創業者は，商品や材料以外の無駄な経費を価格に転嫁させていないことを知らしめようとした。
アキュラホームは住宅参入８年後から成長軌道に乗りはじめ，メガネ21は参入４年後に売上高が初年
度の４倍，ライフネット生命は営業開始後１年４か月で保有契約件数１万件，２年半で５万件，３年
半で10万件を達成した。
　発見事実
　１つ目の分析課題は，「新興企業は，参入した段階でどのような情報を開示すれば，価格が公正で
あると判ってもらえるのか」である。
　本稿が対象とした新興企業３社の価格は次のような過程を経て設定されている。後発で参入するた
め，競争上，業界で先駆けた低価格，アキュラホームは３割安，メガネ21は４割引き，ライフネット
生命は半額，を前面に押し出す必要があった。そのため，コストプラス方式ではなく価格マイナス方
式により先に競争力のある価格を決め，そこから必要な製造原価や仕入れ原価（いわゆる売上原価）
を差し引く。残るのは販売費・管理費や利益も含めた粗利であるが，これをできるだけ圧縮した。
　製造原価，仕入れ原価に関しては，アキュラホームは，どんぶり勘定の木造住宅業界で材料費や工
賃を開示し，工数を減らすことでコストが下げられることを価格見積りの過程を通じて説明した。メ
ガネ21の場合は，商品の仕入れは辞めた会社で付き合いのあった関係者に頼らざるを得なかった。創
業したばかりの企業には卸問屋はまともに取引をしてくれないからである。つまり同じ品質の商品を
辞めた会社よりも高く仕入れざるを得なく，それを安く売るために粗利を削って原価率の高さを公開
した。ライフネット生命は，運営経費である手数料（付加保険料）を業界で初めて開示し，保険料が
安価なのは手数料の削減にあり保険の製造原価である純保険料の削減ではないことを示した。サービ
スにおいても，アキュラホームは価格見積り書作成を迅速化，メガネ21は家族のような接客，他店の
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６．考　　察
　「安くてよい家を提供」，「大手が真似のできない価格」，「子育て世代に分かりやすく安価な保険」。
それぞれ創業のコンセプトを掲げた後発の各社は，それまでの業界の慣例を破るような思い切った低
価格で参入し一定の市場を獲得した。アキュラホームは，大手と比べ３割安い木造住宅を提供した。
メガネ21は，一部の商品ではなく全商品を定価の４割引きにした。ライフネット生命は，見直し契約
の加入者が毎月支払う保険料をほぼ半額にした。
　各社の創業者は業界や先発大手企業の非効率な構造や業務に着目して新たなシステムの構築をめざ
した。アキュラホームは，坪請け方式の工賃を工数に基づく工賃に改め，材工共方式を材料費と工賃
に分解した。材料数を８割程度も減らし，工数を従来の約６割の水準にまで削減して，顧客が分かり
やすい価格見積りを行った。こうした仕組みを全国の中小工務店へ公開した。メガネ21は，価格を仕
入れ原価と粗利に２分して顧客に原価率の高さを公開した。不必要と思われる経費を徹底的に削減す
るとともに会社の内部留保をゼロにし，その分を値下げで還元した。ライフネット生命は，開業当初
は保険商品を２つに絞り，特約をなくしたり解約返戻金を支払わないなど選択肢を狭めて運営経費で
ある手数料を抑制した。そして，保険料に占める手数料を業界で初めて公開した。
　各創業者は，商品や材料以外の無駄な経費を価格に転嫁させていないことを知らしめようとした。
アキュラホームは住宅参入８年後から成長軌道に乗りはじめ，メガネ21は参入４年後に売上高が初年
度の４倍，ライフネット生命は営業開始後１年４か月で保有契約件数１万件，２年半で５万件，３年
半で10万件を達成した。
　発見事実
　１つ目の分析課題は，「新興企業は，参入した段階でどのような情報を開示すれば，価格が公正で
あると判ってもらえるのか」である。
　本稿が対象とした新興企業３社の価格は次のような過程を経て設定されている。後発で参入するた
め，競争上，業界で先駆けた低価格，アキュラホームは３割安，メガネ21は４割引き，ライフネット
生命は半額，を前面に押し出す必要があった。そのため，コストプラス方式ではなく価格マイナス方
式により先に競争力のある価格を決め，そこから必要な製造原価や仕入れ原価（いわゆる売上原価）
を差し引く。残るのは販売費・管理費や利益も含めた粗利であるが，これをできるだけ圧縮した。
　製造原価，仕入れ原価に関しては，アキュラホームは，どんぶり勘定の木造住宅業界で材料費や工
賃を開示し，工数を減らすことでコストが下げられることを価格見積りの過程を通じて説明した。メ
ガネ21の場合は，商品の仕入れは辞めた会社で付き合いのあった関係者に頼らざるを得なかった。創
業したばかりの企業には卸問屋はまともに取引をしてくれないからである。つまり同じ品質の商品を
辞めた会社よりも高く仕入れざるを得なく，それを安く売るために粗利を削って原価率の高さを公開
した。ライフネット生命は，運営経費である手数料（付加保険料）を業界で初めて開示し，保険料が
安価なのは手数料の削減にあり保険の製造原価である純保険料の削減ではないことを示した。サービ
スにおいても，アキュラホームは価格見積り書作成を迅速化，メガネ21は家族のような接客，他店の
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メガネの修理を心がけ，ライフネット生命はコンタクトセンターでの保険相談を設けた。
　各社は販売費，管理費や利益を含んだ粗利部分の抑制，とりわけ業務の改革，無駄な経費削減に努
め，売価に占める製造原価や仕入れ原価の割合が高い収益構造を持った。住宅価格が大手の３割安を
可能にしたり，メガネ全商品４割引きが行えたり，保険料が先発大手の半額に抑えられた理由がここ
にある。販売費，管理費が必要以上に抑制されると，顧客は購入後の品質保証制度に不安を抱く。し
かし，アキュラホームは長期の無料点検，メガネ21は無料修理，ライフネット生命はヘルプデスク協
会の三ツ星受賞が示す通りウェブサイトを通じた情報提供を強化して安心を提供している。決して手
を抜いていない。
　割安な価格の源泉は，製造原価や仕入れ原価の低減ではなく，社内の業務や外注先の大工の作業の
無駄を取り除き，単純化，効率化を推し進めて販売費・管理費，工賃を下げた点にある。このことは
表２の中で示している。
　アキュラホームの事例では，材料の質を高めても工数を工夫すればトータルで価格を下げられるこ
と，具体的には建築コストシステムを用いて材料と工数を上手く組み合わせればジレンマを総合的に
解決できる過程を開示して価格の公正感を得た。従来，把握しにくかった工数を明確化できたおかげ
である。
　メガネ21の事例では，大手とほぼ同じ商品の価格が，従業員給与に上限を設け，会社の利益ゼロを
貫けば下げられること，参入当初から身銭を切る費用配分，利益配分を行う過程を開示して価格の公
正感を得た。極大利潤を追求する営利企業（株式会社）の常識を覆す決断である。
　ライフネット生命の事例では，選択肢を狭めると運営経費（付加保険料）を少なくでき，保険料を
下げられること，営業開始半年後に大手と同様の保障が少ない付加保険料で提供できる過程を開示し
て，価格の公正感を獲得した。生命保険業界では消費財の購入時などと違って比較情報は提供されて
おらず，この点において開示の意味が大きかった。
　事例分析を踏まえると，大手並みの品質が担保された中で大手に比べて売上原価率または部品・材
料原価率の割合が高い費用構造を開示したことが顧客にとってヒューリスティックに価格の公正を判
断する決め手になった。価格を下げるために販売費・管理費を減らし，製造原価を低減するために工
数を減らす。すなわち，仕事量や作業数を見直した。なぜ商品の価格が公正で割安なのか，透明性の
錯覚に陥ることなく，顧客に意味や内容を理解してもらえたことが，その後の事業の成長を誘発し着
表２　価格，品質と開示情報
アキュラホーム メガネ21 ライフネット生命
事業コンセプト
割安な木造軸組み工法の住宅施
工
大手が真似のできない低価格
子育て世代に分かりやすく安価
なネット生命保険
参 入 価 格 大手の３割安 ４割引き（全商品一律） 保険料は先発大手のほぼ半額
商 品 品 質 材料の質を重視 地元大手とほぼ同じ商品 保障は先発大手とほぼ同じ
コスト削減 工数を６割にまで削減
管理経費や給料の削減，内部留
保ゼロ
選択肢を狭め，運営経費を削減
公 開 内 容 材料費や工賃 仕入れ原価率
運営経費（付加保険料）と製造
原価（純保険料）
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実に信頼を築くことにつながったと考えられる。この中で，ライフネット生命のように人を介さない
ネット販売においても公正判断が得られた事実から，比較に役立つ情報はネット利用者にとって容易
に判断できる有用なヒューリスティックであることがわかった。一方，他の２つの事例は個別対応の
要求が強く対面による説明，相互の作用が不可欠である。各社は，情報を公開して顧客による監視を
受け入れ，もし不適切な運営を行うならば会社自身が大きな痛手を被るようなしくみを持ったといえ
る。
　原価情報は企業にとっては重要事項であり，機微な取り扱いが要求される。原価の開示は，同業他
社に手の内を明かすのは勿論，顧客からは「割高な価格だ，利益のとりすぎだ」など値引き要求の材
料になりかねない。しかし，売上原価率が高いことは，本稿では良いものを安く提供することを意味
するが，好業績の企業は売上原価率の低さで判断される一般的尺度とは逆である。情報開示は企業の
都合ではなく顧客の側に立った結果に至る過程を示す手続き的公正であり，それが示せれば，「適正
な利益であり，品質にやましいことがない」という証明になり，安心感を与えられる。複雑でなく分
かりやすい開示ほど信頼を高める。
　価格の公正は，認知的な信頼，社会的に皆が受け入れられやすい信頼と考えられ，品質への約束を
遵守する意図に対する期待である。
　２つ目の分析課題は，「新興企業に，情報開示の行動を起こさせるような理由があるとすればそれ
は何なのか」である。
　アキュラホームの宮沢氏は，木造住宅施工の原価を明確にしない慣行に疑問を持ち続け，メガネ21
の平本氏は，辞めた会社の先代社長の教えを実践した。ライフネット生命の出口氏は，複雑で分かり
にくい保険，高い手数料など理想とかけ離れた現実を憂慮していた。
　各社の創業者の間には，家づくりの棟梁として，また，大手メガネ小売りチェーンや大手生命保険
会社の管理職として長く業界に携わり，豊富な実務経験・ノウハウを持つとともに，課題や問題の所
在に通暁して改善・改革の必要性を肌で感じていた点が共通項として指摘できる。
　既存の制度を前提としつつ実践する中で，制度的慣行を疑問に思い自らの関心に基づいて変更する
動機や気づきを得て，新たな制度を創出しようとするのが制度的起業である（DiMaggio，1988）。３
社の創業者は制度的起業に当てはまるだろう。
　メガネ21やライフネット生命は，先発大手企業の組織構造，保険外交員などサンクコスト（埋没費
用）の大きさがもたらした弱みを突いて，創業来，販売費・管理費の削減を目指してきた。アキュラ
ホームは，材料数や工数の削減に率先して取り組むだけでなく，全国の中小工務店との連携を推進し，
量的効果や範囲の経済を追求した。各社は，的確に把握した無駄や合理化の余地は，努力次第では大
幅に改善できる可能性や社会的利益の拡大につながる手ごたえをつかんでいたとみられる。
　情報開示は，彼ら創業者の実行への強い自信の表れであり，彼らが事業推進の中核的存在であり，
参入，開示にあたって必要な経営資源と関係者の動員力を発揮できたことは大きい。加えて，勤務先
の突然の倒産，意見対立による解雇，生命保険と無縁のビル管理会社への出向という意に反した事態
がバネになって業界の矛盾に立ち向かわせたとも考えられる。
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実に信頼を築くことにつながったと考えられる。この中で，ライフネット生命のように人を介さない
ネット販売においても公正判断が得られた事実から，比較に役立つ情報はネット利用者にとって容易
に判断できる有用なヒューリスティックであることがわかった。一方，他の２つの事例は個別対応の
要求が強く対面による説明，相互の作用が不可欠である。各社は，情報を公開して顧客による監視を
受け入れ，もし不適切な運営を行うならば会社自身が大きな痛手を被るようなしくみを持ったといえ
る。
　原価情報は企業にとっては重要事項であり，機微な取り扱いが要求される。原価の開示は，同業他
社に手の内を明かすのは勿論，顧客からは「割高な価格だ，利益のとりすぎだ」など値引き要求の材
料になりかねない。しかし，売上原価率が高いことは，本稿では良いものを安く提供することを意味
するが，好業績の企業は売上原価率の低さで判断される一般的尺度とは逆である。情報開示は企業の
都合ではなく顧客の側に立った結果に至る過程を示す手続き的公正であり，それが示せれば，「適正
な利益であり，品質にやましいことがない」という証明になり，安心感を与えられる。複雑でなく分
かりやすい開示ほど信頼を高める。
　価格の公正は，認知的な信頼，社会的に皆が受け入れられやすい信頼と考えられ，品質への約束を
遵守する意図に対する期待である。
　２つ目の分析課題は，「新興企業に，情報開示の行動を起こさせるような理由があるとすればそれ
は何なのか」である。
　アキュラホームの宮沢氏は，木造住宅施工の原価を明確にしない慣行に疑問を持ち続け，メガネ21
の平本氏は，辞めた会社の先代社長の教えを実践した。ライフネット生命の出口氏は，複雑で分かり
にくい保険，高い手数料など理想とかけ離れた現実を憂慮していた。
　各社の創業者の間には，家づくりの棟梁として，また，大手メガネ小売りチェーンや大手生命保険
会社の管理職として長く業界に携わり，豊富な実務経験・ノウハウを持つとともに，課題や問題の所
在に通暁して改善・改革の必要性を肌で感じていた点が共通項として指摘できる。
　既存の制度を前提としつつ実践する中で，制度的慣行を疑問に思い自らの関心に基づいて変更する
動機や気づきを得て，新たな制度を創出しようとするのが制度的起業である（DiMaggio，1988）。３
社の創業者は制度的起業に当てはまるだろう。
　メガネ21やライフネット生命は，先発大手企業の組織構造，保険外交員などサンクコスト（埋没費
用）の大きさがもたらした弱みを突いて，創業来，販売費・管理費の削減を目指してきた。アキュラ
ホームは，材料数や工数の削減に率先して取り組むだけでなく，全国の中小工務店との連携を推進し，
量的効果や範囲の経済を追求した。各社は，的確に把握した無駄や合理化の余地は，努力次第では大
幅に改善できる可能性や社会的利益の拡大につながる手ごたえをつかんでいたとみられる。
　情報開示は，彼ら創業者の実行への強い自信の表れであり，彼らが事業推進の中核的存在であり，
参入，開示にあたって必要な経営資源と関係者の動員力を発揮できたことは大きい。加えて，勤務先
の突然の倒産，意見対立による解雇，生命保険と無縁のビル管理会社への出向という意に反した事態
がバネになって業界の矛盾に立ち向かわせたとも考えられる。
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７．結　　論
　本研究の目的は，新興企業にとって，早期に市場の信頼を得ていくにはどのような方法があるのか
について検討を行い理論的な示唆を得ることである。具体的には，参入価格に注目する中で，新興企
業の顧客への情報開示を通じた価格の公正獲得の局面に焦点を合わせながら，信頼を築く方途を議論
してきた。信頼を得るには，価格が公正に扱われているか，品質に問題がないかを容易に証明できる
ツールが必要であり，その鍵は開示の内容にある。つまり，「低価格であるにもかかわらず商品の品
質は先発大手企業と同等である」ことを顧客がヒューリスティックに判断できる情報である。
　新興企業は，どのような情報を開示すれば，価格が公正であると判ってもらえるのか。事例分析を
踏まえると，大手並みの品質が担保された中で大手に比べて売上原価率または部品・材料原価率の割
合が高い費用構造を開示したことが顧客にとってヒューリスティックに価格の公正を判断する決め手
になった。仕事量や作業数について従来からの業界のやり方を大きく変えるような改善・改革に結び
付いた情報開示であった点が特筆される。価格の公正感を得たことが，その後の事業の成長を誘発し
市場の信頼を築いていった。
　新興企業に，情報開示の行動を起こさせるような理由とは何なのか。この問いに対しては，情報開
示は，創業者による豊富な経験や疑問がもとになって実行への強い自信の表れとしてなされたものと
みられる。彼らは事業推進の中核的存在であり，開示にあたって資源動員力を発揮できたことが大き
い。
　理論的な示唆として以下が挙げられる。売上原価率が高いことは，本稿では良いものを安く提供す
ることを意味するが，好業績の企業は売上原価率の低さで判断される一般的尺度とは逆である。情報
開示は企業の都合ではなく顧客の側に立った結果に至る過程を示す手続き的公正であり，必ずしも従
来型のモノサシは通用しないこともある。
　比較に役立つ情報はネット利用者にとって容易に判断できる有用なヒューリスティックであること
が明らかになった。また，他の業界では当然のように行われていることが，当該業界では独特の慣行
のために閉鎖的なこともある。インターネット社会が進展して次第にオープン化が進んでいく中で，
開示する情報が業界を社会的な変化に適合させて新しく発展させる可能性を持っている。
　ただし，公正を促す開示情報は本稿で示したものだけでなく，他にも存在する。追加的に事例調査
を行って，開示の情報を蓄積することが今後の課題である。
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Information Disclosure and the Fair Acquisition Price of Start Ups
Masanobu Kita
Abstract
　The purpose of this study is to examine what kinds of methods are available in building trust at an early stage 
in business start ups, and to obtain some theoretical perspectives.
　According to case analysis, amongst quality guaranteed equivalent to that of major companies, the disclosure 
of a high rate of cost of manufactured goods indicates a different structure compared with the major companies, 
and thus became a decisive factor as heuristic information for customers in determining a fair price. 
　A high rate of cost of manufactured goods is contrary to the general criteria that companies with good 
earnings are determined by the lowness of their rate of cost of manufactured goods. Information disclosure is an 
impartial procedure which is on the side of the customer, not corporate convenience, and in addition there are 
cases where former criterions are not necessarily applied.
　Disclosure is the manifestation of strong confidence in realization based on the abundant experiences and 
inquiries of the founder. Moreover, it is worth mentioning that it is supported by big reforms and improvements 
of the former ways of the industry. 
　Keywords: Information disclosure, Start ups, Fairness, Heuristic, Impartial procedure
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